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給与支払報告書の提出について（摂津市）
　平素は本市住民税の特別徴収事務につきまして、種々ご配
慮を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、本年度も給与支払報告書の提出についてご協力くだ
さいますようお願いいたします。下表が総括表となっており
ますので、キリトリ線で切り離し、給与支払報告書をご提出
いただく際は必ず総括表を同封してください。
　普通徴収対象者がいる場合は、普通徴収切替理由書に人数
を記入してください。
　普通徴収切替理由書の記入がない場合は、全従業員が特別
徴収の対象となります。

◆事業主は、法人個人を問わず、特別徴収義務者として、全ての従業
員について、個人住民税を特別徴収していただく義務があります。（地
方税法第321条の4）

キ リ ト リ 線

令和７年度給与支払報告書の留意点
１　給与支払報告書（総括表）は、個人別明細書と併せて、令

和７年１月31日までに提出してください。前年中に給
与の支払をした全ての従業員等（パート・アルバイト、
役員等を含む。）について提出が必要です。期限内に提
出がない場合、当初市・府民税の決定通知（５月）が遅
れる場合があります。

２　令和７年１月１日現在で退職されている方は、退職日現
在の住所地市町村にこの総括表を提出してください。

３　総括表に印字している給与支払者の所在地・名称につい
て変更・訂正のある場合は、朱書きにて変更してくださ
い。また、名称を変更される場合は、フリガナも記入し
てください。

４　受給者氏名のフリガナ・生年月日・個人番号（扶養親族
は氏名・フリガナ・個人番号）は、受給者本人に確認の
うえ必ず記載してください。

５　普通徴収に該当する受給者は個人別明細書の摘要欄に
「普通徴収」と明記し、普通徴収に該当する理由の略号
（a・b・c・d）を下表の普通徴収切替理由書を参照の上、
記載してください。

６　中途就職者の前職合算済の給与支払報告書については、
摘要欄に前職分の支払先及び給与支払額等を記入してく
ださい。

７　私製納入書の使用により本年度から本市指定の納入書が
不要のときは、納入書欄の「不要」に○印をつけてくだ
さい。納入書が必要な場合は、「要」に○印をつけてく
ださい。変更する場合は朱書きにて変更してください。

８　法人の方は、法人番号を記入してください。
９　個人事業主の方は、個人番号を記入してください。下表
を提出する際は、番号及び身元確認書類の提示又は提出
（確認書類又はその写し）が必要です。

10　eLTAXによる電子申告の受付も可能です。詳しくは
eLTAXホームページをご覧ください。
（https://www.eltax.lta.go.jp/）
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